






ある｡ しかし 2001年に刊行された復刻版 (梅 2001) に附された大中
有信による要を得た解説 (大中 2001) によって相当程度解消されたもの
の , 初出の状況・刊行年といった基本的な点も含めて, この著作につ
いてはなお不明な点が少なくない｡ 本稿は, そのような状況を前提としな
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(２) 本稿がとるアプローチは, 法概念論の重要性を強く意識しつつ, ただ
しその際に ｢法｣ そのものの意味解明を行なおうとするのではなく, legal /









第一に, この理論装置は, 実際の法発見にあたって, 非テクスト的なもの
が法源の一部を構成するという可能性を排除しようとするものではない｡
第二に, この理論装置は, 法的営為における口頭的性質 oralityの重要性
を無視しようとするものではない (それを視野に入れようとすれば, たと
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の射程がそれに尽きるものだということでは全くないが の構築が必要
になろう)｡ 第三に, この理論装置は, ロジャ＝コトゥレルの議論に示唆
を受けているものの, 彼が重視する legal doctrine / legal ideology (Cotterrell
1995, たとえば ibid : 3840) と本稿にいう第二次的法テクストとは 重
なる場合はあるはずだが 異なる｡ 第四に, 本稿の視点は, ロナルド＝
ドゥオーキンの法理論 (Dworkin 1986 : 225ff) との類縁性を有する, にも
かかわらず, 解釈されるべきテクストの多層性を重視するという点におい
て, 法以外 (たとえば文芸) の領域での解釈一般と法解釈との相同性を指
摘する見解 (近時のその率直な表明として笹倉 2010 参照) と対抗関係に
立つ｡ 第五に, 或る時期の或る法圏においては, 当該時期・法圏での法源
論の状況に応じて, 第一次的法テクストと第二次的法テクストとの境界は










してここでは田中 (英) 1974：197199 および広中 2006：4546 のみを挙
げる) とは, 関連はするものの, しかし異なる次元に位置する問題意識に



































160(781) 法と政治 62巻 1号Ⅱ (2011年 4月)






(７) 比較的に普遍的なのは, 法学者の著わした 法源とはみなされない
が, 法理論の構成と叙述をめざす テクスト群であろう (なお, 或る時
期の或る法圏においては法学者の理論的テクスト (｢学説｣) が法源たる地
位を占めることもありうるが, それはまた別の問題である｡ 日本の裁判実




る者が ｢法学者｣ である (これに関連して, 尾崎 2009：199202 の法理解
も参照)｡
(８) legal culture (法文化) の多義性はしばしば議論の混乱を招くことと
なっているが, ここではコトゥレルにおける用語法 (Cotterrell 2006
[1997]) に従う｡ legal cultureの概念をめぐる近時の議論状況の一端は,
高橋 2009 において紹介した｡
テクストは, どのような媒体を通じて生み出され, また社会に提示されて




るならば, 問題は以下のように細密化される：法律雑誌が, いつ, どこで,
誰によって, どのようにして刊行され, そこにはどのような内容が掲載さ
れたのか, そしてまた, 法律雑誌とそこに掲載された内容は, どこで, 誰
によって, どのように受容され, あるいは受容されなかったのか？ さら
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(９) まずは東京大学・法政大学・明治大学・中央大学・日本大学・早稲田
大学などの各校史が, そして今なお手塚 1988 [1936] が, それぞれ参看さ
れるべきであるが, それらに加えて, 春原 1965／利谷 1966／高瀬 1989／
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上 20082009／山崎 2010：7884,213219 も参照のこと｡
(10) 本稿が焦点を合わせる明治期に限ってみると, 法律雑誌の刊行状況を
通覧しようとする試みとして, 前出の手塚 1988 [1936] に加え (講義録に
対象が限定されるが) 天野 1997 [1994] があり, また, 明治期の法律雑誌
の一覧を示そうとするものとして西村 1968 がある｡ さらに, 史料集であ




ると, 蓄積を欠くものだと評さざるをえまい｡ 経済雑誌をめぐっては, 杉
原四郎の先駆的研究 (杉原 1972／杉原 1980／杉原 1987／杉原 1992／杉
原 1997 所収の諸論稿を参照｡ これらには関西法律学校にかかわるものも
含まれる) に導かれつつ, 杉原編 1990 や金沢 1989 などの労作が生まれて
いるのである｡ また, 政治学の領域でも雑誌への注目は長く, 明治期の政
治・政論雑誌の状況をめぐる古典的な西田 1961 (および, 重点が新聞に
置かれているものだが西田 1989 所収の諸論稿) などが既にある｡ 以上に
関連して, 史料も含め多くの有益な情報を提供する松本・山室校注 1990
と, 雑誌の全般的な刊行状況を通覧させうる日本出版書籍協会編 1968 の
当該時期の記述も参照のこと｡
(11) 以下, 雑誌名・人名の記述ならびに史料の引用にあたっては通行の漢




１. 周知のとおり, 明治期の雑誌類の蒐集は, 国立国会図書館によっても
網羅的になされているわけではなく (国立国会図書館による第二次世界
大戦までの時期の雑誌の収蔵状況をめぐっては, 田中 (久) 1989 が詳
論説
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しい), 東京大学明治新聞雑誌文庫によって補われている部分が大きい｡
そこで, 明治期の法律雑誌の刊行状況を整理する際の出発点も, 明治新
聞雑誌文庫の所蔵目録である 『東天紅』 (瀬木編 19301941) および東
京大学法学部明治新聞雑誌文庫編 1979 に求めることにした (明治新聞





でのものが, 明治文献資料刊行会編 197475 にまとめて収録されている｡
ただし, 明治23年４月以降はそこに含まれる学術雑誌が激減する (その
理由は明らかでない) ため, 実際の刊行状況は明らかでなくなる (明治
前期の雑誌と版権との関係をめぐっては, 浅岡 2009 [2008] を参照)｡
３. 以上を踏まえて, 表１には, 明治16年４月から明治23年までに創刊さ
れたものを掲載した｡ 明治16年４月を始期としたのはそれが新聞紙条例




４. ただし, 明治23年から明治24年にかけては, 官報に併記されている版




５. また, 表３には, 明治17年から明治23年についての警視庁・大阪府・
京都府の警察統計表 (題名は区々であるが, 大日向解題 19851986 にま
とめて収録されている) に掲載された雑誌で・発行部数が１部以上と報
告されているものをまとめた｡ ここには, 一方では, 表１・表２に含ま
れているものを除外し, 他方では, 明治17年以前に創刊された雑誌を含
んでいる｡
６. ｢雑誌｣ の定義も含め, なにをもって法律雑誌とみなすかには難しい
問題が含まれるが, 以下のように考えながら採否を決めた｡
 『東天紅』 (瀬木編 19301941) 続篇附録の ｢蔵品分類表｣ には分野
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係雑誌とされているものをまずは採録することとした｡ ただし, 『東
天紅』 (全／続篇) 本編中に所掲の雑誌であって明らかに法律雑誌と





で, 東京大学法学部明治新聞雑誌文庫編 1979 にその点の記載がない










｢著作者｣ ではなく ｢編輯者｣ の記載があるもの) に限定して採録す
ることとした｡
 版権登録者が官公庁であるもの, 法令集・統計集, 警察・矯正関係
と思われるもの, 法医学関係と思われるものは採録しなかった (なお,
明治初期の法令をめぐる書誌情報については松村 2001 を, 司法統計




なかったため, 最終的には 『裁判粋誌』 以外の採録を控えた｡
 他方, に該当し, かつに掲げた除外条件に当てはまらないと考
えられる限りで, 講義録は収載した｡ 明治20年前後においては, 第二
次的法テクストとみなしうるものを掲載している場合が少なくないた
めである (明治期の講義録については, 前出の天野 1997 [1994] に加
え, 天野 1996 [1989]／田中 (征) 1978：55180／早稲田大学出版部






表１では, 明治21年10月創刊の 『大阪攻法会雑誌』 および明治22年10月
創刊の 『税法雑誌』 の発行主体として現われている｡
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講義録は通信網の展開なしには発展が難しいものであると考えられる












(13) ｢日本民法和解論｣ および ｢仏国質入法講義｣ の書誌的情報について
は後述｡





いかもしれない 『法理精華』 は, 英吉利法学校の機関誌的位置づけを有す


















出典1) 雑誌名2) 発行所3) 版権所有者4) 編輯者4) 刊行確認号5) 創刊年月等6) 発行地7)
○＊＋ 法学協会雑誌 忠愛社 粟生誠太郎 現存 Ｍ17年３月 東京
○ ＋ 法学講義筆記 明治義塾法律学校 ５号28号 Ｍ17年11月
(５号)
東京
○ 法律講義録 明治義塾法律学校 １号21号 Ｍ18年４月 東京
○ ＋ 明法雑誌 明治法律学校 １号94号 Ｍ18年２月 東京
○ ＋ 法律学術問題雑誌 法律雑誌家 １号７号 Ｍ18年10月 東京
○ ＋ 中央法学会雑誌 中央法学会 １号96号 Ｍ18年11月 東京
○ ＋ 東京法律新聞 東京法律新聞社 １号59号 Ｍ19年10月 東京
○ ＋ 万国法律週報 錦水堂 １号55号 Ｍ19年11月 東京
○ 法政志叢 明治法律学校 99号131号 Ｍ19年12月 東京
○ ＋ 日本法律雑誌 日本法律雑誌社 １号55号 Ｍ19年２月 東京
○＊＋ 法律応用雑誌 東京法学社 菰口此助 山田東次 １号170号 Ｍ19年４月 東京
○ ＋ 中外法学新報 中外法学新報社 １号10号 Ｍ19年６月 東京
○ ＋ 東京法学雑誌 集成社 ２号10号 Ｍ19年６月 東京
○ ＋ 欧米政典集誌 泰山書房 １号64号 Ｍ19年８月 東京
○ ＋ 法律経済新報 法律経済新報社 １号13号 Ｍ19年９月 東京
○ ＋ 東洋法学叢誌 同胞社 １号11号 Ｍ20年１月 東京
○＊＋ 国家学会雑誌 国家学会 現存 Ｍ20年３月 東京
○＊＋ 法学速成雑誌 法学速成雑誌社 吉田左一郎 吉田左一郎 １号70号 Ｍ20年４月 東京
○＊ →帝国法律雑誌 政法学会 吉田左一郎 吉田左一郎 71号72号 Ｍ22年６月 東京
○ ＋ 法律経済斯馨雑誌 斯馨館 31号40号 Ｍ20年３月
(31号)
京都






○ 法律講義録 横浜法律学校 30号 Ｍ20年10月 神奈川
＊＋ 法律行政経済講義録 明治法律学校講法会 平松福三郎 平松福三郎 １号47号 Ｍ20年10月 東京
＊ →[第一期]法律政治講
義録
明治法律学校講法会 平松福三郎 平松福三郎 48号124号 Ｍ21年９月 東京
○＊ 東京法学校雑誌 東京法学校校友会雑誌
部
上林敬次郎 上林敬次郎 １号18号 Ｍ21年１月 東京
○ 法律捷径雑誌 法律捷径雑誌社 ４号６号 Ｍ21年１月 群馬
○＊ 法学講義録 一期 同盟法学会 佐藤庄太 佐藤庄太 １号60号 Ｍ21年２月 京都
○ ＋ 政法指針 政法指針社 １号３号 Ｍ21年４月 東京
○ ＋ 日本之法律 博文館 １号６巻12号 Ｍ21年６月 東京
○ ＋ 研法雑誌 研法社 ２号25号 Ｍ21年６月 千葉
○ 法学集誌 千葉法学社 ３号 Ｍ21年６月 千葉
＊ 新潟法学協会雑誌 新潟法学協会 岩田與三次 岩田與三次 １号５号 Ｍ21年６月 新潟
○＊ 裁判粋誌 裁判粋誌社 増島六一郎 増島六一郎 １号第15巻 Ｍ21年７月 東京





















○ ＋ 法林 法林社 １巻２号 Ｍ21年８月 大阪
○＊ 法叢 攻法社 本田恒之 三浦恒吉 １号38号 Ｍ21年９月 東京
＊＋ 法学之友 精法会 中島亀治 中島亀治 １号２号 Ｍ21年９月 京都
＊＋ 英吉利法律講義録 一年
級
英吉利法律学校？ 増島六一郎 澁谷慥爾 １号50号 Ｍ21年10月 東京
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○＊ 大阪攻法会雑誌 大阪攻法会 田山宗堯 安江静 １号51号 Ｍ21年10月 大阪
＊ 関西法律学校筆授生講義
録
関西法律学校 吉田一士 多田豊吉 １号36号 Ｍ21年10月 大阪
＊ 法学之骨髄 増田岩男 加治壽衛吉 １号５号 Ｍ21年10月 東京
＊＋ 英吉利法律講義録 二年
級
英吉利法律学校？ 増島六一郎 澁谷慥爾 １号51号 Ｍ21年10月 東京
＊＋ 英吉利法律講義録 三年
級
英吉利法律学校？ 増島六一郎 澁谷慥爾 １号51号 Ｍ21年10月 東京
○＊ 行政法学会講義録 行政法学会 池田良智 池田良智 １号18号 Ｍ21年10月 東京
＊ 司法科講義録 一年級 東京専門学校出版局？ 横田敬太 田原榮 １号46号 Ｍ21年10月 東京
＊ 司法科講義録 二年級 東京専門学校出版局？ 横田敬太 田原榮 １号47号 Ｍ21年10月 東京
＊ 法律政治講義録 二期 明治法律学校講法会？ 平松福三郎 平松福三郎 １号73号 Ｍ21年10月 東京
＊ 実用法誌 河野和三郎 河野和三郎 １号９号 Ｍ21年10月 東京
＊ 法学之友 坂本武治 堺澤彌太郎 ２号４号 Ｍ21年11月 東京
＊ 第二期 中央法学会講義
録 一年級
中央法学会 薩正邦 山田東次 １号４号 Ｍ21年12月 東京
＊ 第二期 中央法学会講義
録 二年級
中央法学会 薩正邦 山田東次 １号４号 Ｍ21年12月 東京
○＊ 法理精華 法理精華社 粟生誠太郎 結城朝陽 １号38号 Ｍ22年１月 東京
○＊ 憲法新誌 公法社 鹽入大輔 平川平 １号13号 Ｍ22年１月 東京
＊ 第二期 中央法学会講義
録 三年級
中央法学会？ 薩正邦 山田東次 １号 Ｍ22年１月 東京
○ 法学雑誌 政法学会 １号 Ｍ22年１月 東京
＊ 法律 内藤加我 内藤加我 １号 Ｍ22年２月 東京
＊ 中外法律集誌 三学社 大島安治 大島安治 １号８号 Ｍ22年２月 東京
○＊ 憲法行政学 憲法行政学社 魚住長胤 魚住長胤 １号２号 Ｍ22年４月 東京
＊ 専修法律講義録 法律専修学会？ 今井喜兵衛 成瀬麟 １号 Ｍ22年４月 京都
○＊ →法律専修学会講義録 法律専修学会 今井喜兵衛 成瀬麟 ２号８号 Ｍ22年４月 京都
＊ 法政文 法政団 山本節 山本節 １号２号 Ｍ22年４月 東京
＊ 法律研究会雑誌 島郁太郎 中島順吉 １号15号 Ｍ22年５月 東京
＊ 行政法学会司法科講義録 行政法学会？ 池田良智 平松三丸
外一名
１号10号 Ｍ22年５月 東京
○ 講法 講法館 １号５号 Ｍ22年５月 東京
○ 法政新報 横浜法律学校 21号27号 Ｍ22年６月
(21号)
神奈川
○ ＋ 通俗法学叢談 法学叢談社 １号 Ｍ22年６月 東京
○＊ 法理新説 法理新説社 林俊久 石丸善保 １号８号 Ｍ22年６月 東京
○＊ 法学志林 日本同盟法学会 佐藤庄太 佐藤庄太 １号７号 Ｍ22年８月 京都
○＊ →法政雑誌 日本同盟法学会 佐藤庄太 佐藤庄太 ８号14号 Ｍ23年３月 京都
○ →法典弁疑 日本同盟法学会 佐藤庄太 28号52号 Ｍ24年１月 京都
○＊ 税法雑誌 大阪攻法会東京支会 田山宗堯 安江静 １号29号 Ｍ22年10月 東京
＊ 東京法学院講義録 二十
三年度 一年級
東京法学院？ 増島六一郎 澁谷慥爾 １号24号 Ｍ22年10月 東京
＊ 東京法学院講義録 二十
三年度 二年級
東京法学院？ 増島六一郎 澁谷慥爾 １号24号 Ｍ22年10月 東京
＊ 東京法学院講義録 二十
三年度 三年級
東京法学院？ 増島六一郎 澁谷慥爾 １号24号 Ｍ22年10月 東京
＊＋ 関西法律学校講義録 関西法律学校？ 吉田一士 村松岩吉 １号18号 Ｍ22年10月 大阪
＊ 第三年級 司法科講義録 東京専門学校出版局？ 横田敬太 田原榮 １号16号 Ｍ22年10月 東京
＊ 第一年級 司法科講義録
第二回
東京専門学校出版局？ 横田敬太 田原榮 １号18号 Ｍ22年10月 東京
＊ 第二年級 司法科講義録
第二回
東京専門学校出版局？ 横田敬太 田原榮 １号17号 Ｍ22年10月 東京
＊ 法律政治講義録 三期 明治法律学校講法会？ 平松福三郎 平松福三郎 ２号23号 Ｍ22年10月 東京
＊ 東京法律新報 山田東次 山田東次 １号２号 Ｍ22年11月 東京
















○＊ 法律新論 東京法学社 守屋此助 山田東次 171号185号 Ｍ22年11月
(171号)
東京
○＊ 攻法誌 益友会 田中長蔵 田中長蔵 １号８号 Ｍ22年12月 三重
＊ 和仏法律学校講義録 一
学年
和仏法律学校？ 辻謙之介 六嘉秀孝 １号７号 Ｍ23年１月 東京
○ ＋ 東海政法雑誌 荏原政法社 １号３号 Ｍ23年１月 東京





和仏法律学校？ 山田東次 北村武表 19号20号 Ｍ23年２月
(19号)
東京
＊ 熊本法律学校講義録 熊本法律学校 郷司春蔵 砧佐顕 １号12号 Ｍ23年２月 熊本
＊ 法学講義録 二期 日本同盟法学会 佐藤庄太 佐藤庄太 １号 Ｍ23年３月 京都
○ ＋ 法律政紀 日芳律書院 25号68号 Ｍ23年５月
(25号)
東京
○ 攻法誌 益友会仮事務所 ８号 Ｍ23年７月
(８号)
三重
○ 商法問答新誌 商法問答新誌社 １号11号 Ｍ23年８月 大阪
○ 商法講習新誌 商法講習新誌発行所 ２号 Ｍ23年12月 岡山
表１ 註




























































第二期 大阪攻法会雑誌 久貝義次 東京 120 Ｍ23年５月28日
→日本法律講義録 久貝義次 東京 2130 Ｍ24年３月11日








澁谷慥爾 東京 140 Ｍ23年９月24日
二十四年度 第二年級東京法学
院講義録
澁谷慥爾 東京 140 Ｍ23年９月24日
二十四年度 第三年級東京法学
院講義録










































































3) 活字潰れのため判読が困難だが ｢潤｣ か｡
170(771) 法と政治 62巻 1号Ⅱ (2011年 4月)
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(16) 大阪攻法会および 『大阪攻法会雑誌』 をめぐるまとまった先行記述と
して, 大中 2001 がある｡
(17) 同会の発足時期にかかわる明示的記述は, 税法雑誌：1号 (頁記載な






(18) この氏名の読みは, 吉原編 2010 が指摘するように混乱した状況にあ
るが, ここでは, かなのてかゞみ：15号 58 に拠った｡ 『かなのてかゞみ』
を発行していた ｢かなのくわい｣ と田山とのかかわりについては後出註20
参照｡
(19) 田山については, 吉原編 2010, およびそれによって紹介された頑鉄





ないか｡ たとえば彦根編 1881：169 には大阪上等裁判所十七等出仕として,
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れる｡ また, 朝日新聞1886年７月29日には, 安江が大阪控訴院から神戸始
審裁判所へと異動となったことが記されている｡ なお, ｢生義司法省ヲ辞
職シ左ノ業ニ従事ス 一民刑訴訟ノ研究 一訴訟ノ助力 一訴答書ノ文案




奥平 (昌) 1914：13621414 にはその名を見いだせない｡










催された集会には, 大阪控訴院長 (および関西法律学校名誉校員) を当時
務めていた児島維謙が出席したという (かなのてかゞみ：26号 23)｡ また,
和仏法律学校の前身たる東京法学校に密接にかかわった元田肇が明治20年
当時にかなのくわいの会員であったということにも 後述する 『大阪攻
法会雑誌』 の執筆者の状況に照らせば 注目してよいかもしれない｡ た
だ, 漢字廃止運動で今日なおその名を知られるかなのくわいの変遷は激し
く, ここでは明治20年当時の詳細な状況を詳らかにしえない｡




(23) 大阪攻法会雑誌：3号 表４掲載の ｢規則｣ 第１条｡
刊から２ヶ月余の明治21年12月の時点で ｢数百ノ名誉会員則賛成員ト五
千ノ会員ヲ得｣ (大阪攻法会雑誌：6 号 表２), また, さらに一年余を経
た明治23年１月の時点では ｢本会々務ハ日夜隆盛ノ域ニ達シ会員ノ数目












｢東京支会｣ と呼ぶこととされ (大阪攻法会雑誌：10号 表２), さらには
論
説
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(24) 同前 ｢規則｣ 第６条｡ ほぼ同時期の関西法律学校の校外生 (｢筆授生｣)
の入会金・月謝は各30銭 (関西大学百年史編纂委員会編 1986：68), 東京
法学校の通信教育機関であった中央法学会の入会金・会費は各50銭 (法政
大学百年史編纂委員会編 1980：74｡ 後者について江橋 1993：158 でも
｢会費｣ とだけ記されているが, 月額であろうか) であったという｡ ちな
みに, 『中央公論』 の前身である 『反省会雑誌』 の頒価は, 明治20年には











『大阪攻法会雑誌』 25号 (明治22年10月) からは印刷が東京で行なわれ
るようになった
(27)
｡ それと同じ明治22年10月に, ｢[『大阪攻法会雑誌』 に]





を, 表２にも見られる如く 『大阪攻法会雑誌』 と並行する形で, 明治23
年５月に創刊する｡ そうして, この 『第二期 大阪攻法会雑誌』 に, 梅の
｢日本民法和解論｣ が連載されたと考えられるのである｡
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(27) さらに会は, 明治23年末には本局を ｢攻法会｣ とし, 支局として ｢攻
法会大阪支会｣ を設ける, という形で本拠地を完全に東京に移すことにな
る｡





(28) 税法雑誌：1号 (頁記載なし) 所掲の ｢税法雑誌発刊ノ趣旨｣ 参照｡





『地方行政学研究会雑誌』 (後に 『行政学研究会雑誌』 『行政学研究会誌』
『行政学研究雑誌』｡ 途中で 『税法雑誌』 と合併｡ なお, 創刊時のタイトル
は 『行政学研究会雑誌』 であった可能性がある｡ 以上について前掲表２も
参照) などを刊行するが, これらについても検討は他に譲る｡
 『大阪攻法会雑誌』




時に掲載する講義録であったこと (大中 2001：3) に加えて, 会員限定で
の頒布という流通形態にも求められるかもしれない｡ 版型は, 縦横とも現
在でいうところの四六判と新書版との中間であり, コンパクトなものとい
ってよい｡ 各号の頁数は, 時期によって若干異なるものの, 管見の限りで














｡ 後述する 『第二期 大阪攻法会雑誌』 の創刊に伴い, 41号からは
論
説
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シ｣ とあり (大阪攻法会雑誌：3号 表３／同：4号 表４も参照), ここか
らも, 会が当初, 雑誌購読者とのインタラクションを企図していたことが
窺える｡ ただし, 雑誌上での ｢答案｣ 登載例は見出せなかった｡
(31) 内務省から交付を受けたいわゆる ｢内交図書｣ として, 国立国会図書
館が創刊号から51号までを所蔵する (49号は欠号)｡
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参照｡ また, 博聞雑誌：80号 表３も参照 (同号は明治24年２月20日刊で
ある)｡
(33) 雑誌上では, 科目によって ｢講義｣ ｢講述｣ ｢述｣ ｢起稿｣ などという
語が附されていることがあり, 掲載されたもののうちに, 口述された講義
の筆記録もあれば新たに執筆されたものもあるらしいことが窺われる｡ た
だし以下では行論の便宜上, 各科目の担当者をいずれも ｢執筆者｣ と表記
する場合がある｡
(34) その推測を支える手がかりになるのは城数馬の ｢法学通論｣ であって,
51号の時点では346頁までであった同科目は, 慶應義塾大学図書館所蔵の
城 1891 [？] においては610頁を以て完結している (また, 『大阪攻法会雑
誌』 28号掲載の初回と城 1891 [？]：1 とは同じ版面である)｡ もちろん掲
載誌自体が変更になった可能性はあるものの, そうでないとすれば, 『大
阪攻法会雑誌』 の各号の通常の頁数に照らす限り, 52号以降もしばらくは




えたのか, 疑問なしともしない｡ いずれにしても, 今後の検討に委ねざる
をえない点である｡
(35) 井上をめぐっては関西大学百年史編纂委員会編 1986b：1324／村上
2008 などを参照｡ また, 在阪当時の井上の姿を伝えるものとして武田
1942：3645 がある (関西大学百年史編纂委員会編 1986a：108110 も参






















法と政治 62巻 1号Ⅱ (2011年 4月) 177(764)







(37) 三期生については, 課程途中で司法省法学校が廃止となり学生が (後
の和仏法律学校になるものとは異なる) 東京法学校へと移管されたため,
司法省法学校を卒業はしていない｡ 『大阪攻法会雑誌』 上での城の肩書き
は, ｢法律学士｣ ではなく ｢法学士｣ である｡ 司法省法学校をめぐっては
手塚 1988 [1967] および利谷 1965 を, 城については法政大学百年史編纂
委員会編 1980：92 (註38) を参照｡
(38) 法政大学百年史編纂委員会編 1980：8384 に掲載された明治20年12月
時点での課業表を参照するならば, そこに挙がっている科目担当者と寄稿
者との重複を見出すことはごく容易である｡
(39) 関西大学百年史編纂委員会編 1986b：34 参照｡ ちなみに, 『大阪攻法
会雑誌』 上での両名の肩書きも ｢[ボワソナード／ボアソナード] 門人｣
である｡
(40) 大阪攻法会はボアソナード文庫創設のための募金にも協力している
(『大阪攻法会雑誌』 23号掲載の ｢会告｣ 等を参照)｡ ボアソナードの ｢死
刑論｣ という論稿が 『大阪攻法会雑誌』 に掲載されているのには, 一方で





























飯田宏作 ｢仏国民法賃借篇講義｣ 92頁 (完結) 10,12,15,17,21,22,23,27,
28




磯部四郎 ｢仏国民法契約篇講義｣ 228頁 1,2,3,5,6,8,10,11,12,13,
17,18,20,22,27,33,34,50
手塚太郎 ｢賃貸契約｣ 100頁 14,15,16,18,19,20,24,31
春日粛 ｢売買篇｣ 162頁 3,10,13,16,19,20,23,29,
33,35,36,44,47,48,51












なお, この ｢死刑論｣ は, 岡・江戸 1985：151 に言及があるものの, 法政
大学ボアソナード・梅謙次郎没後100年企画・記念式典実行委員会 2010 に
は記載されていない｡





こではつづけて, 姉妹誌である 『第二期 大阪攻法会雑誌』 について概観
することとしよう｡
 『第二期 大阪攻法会雑誌』
『第二期 大阪攻法会雑誌』 は前述のとおり, 明治23年４月に民法・
論
説
立木頼三 ｢代理法｣ 59頁 (完結) 3,4,6,8,9
立木頼三 ｢先取特権及ヒ書入質法｣ 90頁 12,16,19,21,26,40





古賀廉造 ｢仏国訴訟法講義録｣ 88頁 (中絶) 2,4,5,6,8,9




堀田正忠 ｢日本刑法講義｣ 64頁 (中絶) 1,2,6,7,14
磯部四郎 ｢刑法原論｣ 65162頁 23,25,26,29,31,32,45,46 堀田連載の
後継






高田早苗 ｢帝国憲法講義｣ 48頁 (中絶) 11,14,17






｢行政法｣ 212頁 (完結) 25,26,27,28,29,30,33,34,
35,38,40,41,42,43,51












｡ 創刊号は 『[第一期] 大阪攻法会
雑誌』 と同一のフォーマットを踏襲しているが, 頁数は当初毎号80頁を
予定し (大阪攻法会雑誌：40号附録), 次第に頁数を増やしていったよう
である (行政学研究雑誌：33号 表３)｡ 第12号より 『日本法律講義録』
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としても記載されている場合がある (ただし, 『第二期 大阪攻法会雑誌』
の創刊号の現物では, 発行者は田山と記載)｡
(43) 行政学研究雑誌：33号 表 34｡ また, その 『日本法律雑誌』 31号に
は梅の ｢罪人ハ果シテ病人歟｣ が掲載されたようである (同前｡ 岡・江戸
1985 には不掲載)｡























24号までの掲載目次 (行政学研究会誌：29号 表３) に依拠しながら瞥見
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りを有したとはにわかには考えにくく, おそらくはこの二つの ｢日本法律
雑誌｣ は別個のものではないか (なお, 『日本法律雑誌』 とは, 前掲表１
にも現われているように明治10年代後半に日本法律雑誌社から刊行されて
いた雑誌名でもあるが, 同誌の終刊時期は不明)｡




(46) 行政学研究雑誌：51号 (頁記載なし) の ｢攻法会会則摘要｣ 第４条を
参照｡
(47) 明治25年９月の時点で42号まで刊行されている旨の記述がある (行政
学研究雑誌：51号 (頁記載なし) 参照)｡ また, 版権登録は, 少なくとも
50号まではなされている (前掲の表２参照)｡
(48) 『第一期 大阪攻法会雑誌』 の各号,および 『税法雑誌』 17号以下,
『地方行政学研究会雑誌』 11号以下に掲載の広告を参照｡
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生である｡ 司法省法学校の入学者・卒業者の氏名については手塚 1988
[1967] 参照｡
(50) 山崎 2010：25, 60 参照｡ 岡村は英国で法学教育を受け, 馬場は1885
年という初期の時点での東京大学卒業生である｡ なお, 両名とも後に中央
大学学長を務める｡
表５ 『第二期 大阪攻法会雑誌』 『日本法律講義録』 掲載論稿一覧
執筆者 科目名
矢代操 民法 財産編第一部 物権
福原直道 民法 財産編第二部 (人権及ヒ義務)
井上操 民法 財産取得編 (先占添附)
富井政章 民法 財産取得編 売買
梅謙次郎 民法 財産取得編 和解論













もまとめておこう｡ まず, 表４に示したとおり, 梅は ｢仏国質入法講義｣
を 『[第一期] 大阪攻法会雑誌』 に７回に亘り分載している
(51)
｡ 初回および
表紙部の記載には ｢梅謙次郎述｣ とある｡ 管見の限り, 官報所掲の ｢版権




続いて ｢日本民法和解論｣ について｡ この掲載誌を筆者は実見すること
ができなかったが, 掲載号は, 正誤表の記載に照らすならば (大中 2001：







法と政治 62巻 1号Ⅱ (2011年 4月) 183(758)
(51) 初回掲載号である36号は1890年３月発行, 最終回掲載号である48号は
同年９月発行｡ 本文計90頁｡ 48号には表紙・目次および正誤表を附す｡ 確
定的な掲載号は岡・江戸 1985：149 に掲載されていないので, その点で表
４は寄与するところがあろう｡
(52) NACSIS-Webcatによれば梅の同題の書籍が東京大学法学部に所蔵さ




(53) 九州大学所蔵本では背丁を確認できるが, pp. 209～256 を構成する３
つの折り丁には ｢日本十八､ 九号｣ と, pp. 257～288 を構成する２つの折
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(54) 初回掲載号と考えられる８号は1890年９月10日発行｡ これは梅のベル
リンからの帰国から間もない時期 (帰国は1890年８月９日である｡ 東川
1917：12 参照) であり, また, ｢仏国質入法講義｣ の連載末期と重なりな
がらの連載開始である｡ 掲載状況は 『地方行政学研究会雑誌』 12号／13号／
14号／15号／16号および 『行政学研究会雑誌』 17号によって或る程度知る
ことができる (それらは, ｢日本民法和解論｣ が少なくとも 『第二期 大
阪攻法会雑誌』 ８号／９号／10号／11号, 『日本法律講義録』 12号／16号
には掲載されていたことを伝える)｡
最終回掲載号と考えられる21号の発行日をここでは確定しえないが, 順
調に刊行されていれば, 大中 2001：3 の推測する如く, 1891年３月下旬に
発行されたはずである｡ なお, 『出版月評』 第40号 (1891年８月) の巻末
には 『日本法律講義録』 25号の広告が掲載されており, そこに梅が ｢日本
民法 物上担保論｣ を寄稿していることが記されている｡ 時期から考える
と25号という号数は我々の予想できるところより若く, ここからは同誌の
刊行が予定通りに進んでいなかった可能性が示唆される (ただし, この時
期には 『出版月評』 の側の刊行が不順となっていたため (朝倉 1987





推測を導こう (なお, 『出版月評』 はリプリント版である明治文献資料刊
行会編 1974 を参照した｡ 40号掲載の広告については同：400 を参照｡ ま





が揃って残されているように見えた (ただし大中 2001：6 参照)｡
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割合ニテ製本ノ高嘱ニ応ス可シ [以下略]｣ (大阪攻法会雑誌：28号 表４)｡




ることを強く推測させる｡ 以上に加え, 官報所掲の ｢版権登録図書｣・｢出
版届出図書｣ には ｢日本民法和解論｣ 刊行にかかわる記述を見いだせない｡
ただし, 雑誌購読者が自ら合本したものとは別に, 攻法会から単行書と
して刊行された可能性を示唆する情報もある｡ 攻法会では, 『大阪攻法会
雑誌』 掲載科目および 『税法雑誌』 掲載科目のうちのいくつかを単行書と
して発行したらしいのである (辻・根本 1891 巻末に ｢攻法会蔵書発売広
告｣ が掲載されており, ｢高田早苗 大日本帝国憲法註釈・ラトゲン 行
政法講義 合巻｣／｢矢代操 仏国民法証拠篇講義・富井政章 仏国民法契
約外債務篇講義 合巻｣, などが挙がっている)｡ そうであれば, ｢日本民
法和解論｣ についても同様のものが刊行されなかったと断言はできない｡
しかしなお, 同広告によれば, そのように (60銭～65銭といった定価とと
もに) 単行書として発行されたものはいずれも堅牢な装丁がなされたもの










あったと考えるのが自然だろうか｡ なお, ｢日本民法和解論｣ に引き続い
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もに 合本された形で伝わってきたものであって, 単行書として後に別
個に公刊されたものではない, と考えることが適当であろう｡ 大中 2001：
3 は掲載号の推定にまで及びつつ最後でなお慎重であるけれども, ｢日本
民法和解論｣を明治25年＝1892年の刊行だとする先行記述 (法学志林 1911：
1 を先蹤とし, また, それを踏襲する東川 1917：14／向井 1975：78) は,
修正されてよいのではないか (関連して, 岡・江戸 1985：151 (註８) も
参照)｡
(57) これは 『第二期 大阪攻法会雑誌』 創刊時から予定されていたことで
もあった (大阪攻法会雑誌：40号附録)｡ 前出の明治文献資料刊行会編
1974：400 は, その連載が予定通りに始まったことを推測させる (また,
行政学研究雑誌：51号 (頁記載なし) には 『日本法律雑誌』 42号までの時
点で, 梅が ｢財産取得編 和解｣ とともに ｢債権担保編 物上担保 留置
権, 動産質・不動産質, 先取特権, 抵当｣ を担当することが記されている)｡
ただし完結したかは明らかでない｡
(58) ところで, 大中 2001：3 は大阪攻法会と梅の関係について, 『税法雑
誌』 ５号の記述を手がかりに一定の指摘を行なうが, 『税法雑誌』 ５号に
記されているのは ｢和協会｣ という団体についてであって (これに関連し
て, 議会：1 巻１号 表２の協賛員一覧も参照) 大阪攻法会との関係にお



















｡ 第二に, 関西法律学校の枠を越えて, また和仏法律学校の
枠もわずかにだが越えて, 第二次的法テクストの産出・提供に寄与したこ
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(59) 当時の大阪には法律関連書籍の出版社として著名な (岡島) 宝文館が
あり, 『関西法律学校講義録』 もこの宝文館が発行していたわけだが, オ
ルタナティヴが存在することは常に重要である｡ 関西法律学校の講義録に
ついては関西大学百年史編纂委員会編 1986a：6469／杉原 1980：118122
を, また, 明治期の大阪での出版状況をめぐってはさしあたり平野 2010
を, それぞれ参照｡
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委員会編 1986a：7588 の筆致は両義的である｡
(61) ただし, 出版業自体に対する警察的規制が存在したことはもちろんで
ある (奥平 (康) 1967 参照)｡
(62) 明治20年代の高田の憲法論の歴史的位置づけについては利谷 1966 を
参照せよ｡ なお, 『大阪攻法会雑誌』 に掲載された高田の論稿は, 労作で
ある早稲田大学大学史資料センター編 2001 にも掲載されていないように
見える｡
(63) 同様の観点から, 京都の ｢日本同盟法学会｣ (当初は ｢同盟法学会｣)
も注目に値する｡ 日本同盟法学会については岡・江戸 1985：150 (註４)
参照｡
(64) 梅の ｢日本民法和解論｣ が長く学界から忘れられていた (大中 2001：
6) というのも故ないことではない｡ 雑誌の残存状況からすれば, 当時の
大阪攻法会雑誌』 にしても 『第二期 大阪攻法会雑誌』 の後継たる 『日本
法律講義録』 『日本法律雑誌』 にしても発行されたそのほとんどが失われ



















(65) その後も含めた田山の経歴については, 次の記述が要点を伝える｡ 全
文を引用しよう：｢生国ハ江戸ニシテ旧宍戸藩士ナリ, 六歳ニシテ孤トナ
リ藩主ノ没邑ト共ニ, 母子三人具ニ艱苦ヲ嘗ム, 後チ藩ノ封邑ヲ復セラルヽ






年八月東京ニ移住シ 『税法雑誌』, 『議会』 等ノ雑誌ヲ発行シ, 二十三年更
ニ地方行政学研究会ナル名称ノ下ニ地方行政講義録ヲ発行ス｡ 二十五年同
会ヲ廃シ警眼社ト号シ 『警察眼』 ナル雑誌ヲ発行シ, 三十三年ニ至ツテ警
察協会ニ於テ雑誌ヲ発行セラルヽニ付警察眼ヲ廃刊シ, 同会及ビ官庁ノ印
刷物請負事業ヲ兼営シ, 官庁ノ法規類ヲ発行シ, 別ニ三十七年中, 株式会
社中外図書局ノ出版物ヲ引受ケ, 三友書院ト号シ中等教科書ヲ発行シ, 其
外美術的印刷物ヲ発行シ以テ今日ニ及ブ｣ (東京書籍商組合 1912：136
137｡ 関連して, 頑鉄生 1926 および三木 2007 も参照)｡
なお, この引用文中に現われる 『警察眼』 という雑誌の創刊号には, 梅
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in the mid-Meiji era and 	

Hiroshi TAKAHASHI
In spite of his high-profile,Ume, one of the prominent legal schol-
ars in the Meiji era, left just one monograph written in Japanese.
Surprisingly enough, that monograph : Nihon 
Wakai-ron [On
Transaction / Compromise : from Perspective of the Japanese Civil Law] was
contributed toat this distance in timean obscure periodical published by
unknown local group called 	
Little information is available
on both this group and the periodical, and one of the reasons of such lack of
information can be found in the underdevelopment of historical / sociological
research on the Japanese legal periodicals. This article tries to survey legal
periodicals in the mid-Meiji era comprehensively, and to locate the journals
published by 	
in the landscape of legal periodicals of the pe-
riod.
